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日本広告学会クリエイティブフォーラム   ポスターセッション  

  

「2016 アメリカ大統領選挙における人びとのコミュニケーション行動についての分析と考察」  

谷口光子 

 
	 2016アメリカ大統領選挙において、民主党のクリントン H.は次期大統領の最有力候補と目されていたが、予備選
でサンダース B.の追い上げに苦戦し、本選では共和党のトランプ D.に接戦の末に敗れた。なぜクリントンは選挙戦
に敗れ、泡沫候補と見られていたトランプ D.が勝利したのか。2016 アメリカ大統領選挙の選挙キャンペーンをマ
ス・コミュニケーション型文化とプロシューマー型文化の観点から分析、考察する。 

 
１   マス・コミュニケーション型文化とプロシューマー型文化  

 

マス・コミュニケ

ーション型文化 
新聞・雑誌・ラジオ・テレビといった伝統的なマスメディアを通じた一方向的情報発信

が世論の形成や流行に影響を与え、文化的エリート層がマスメディアの情報発信を通じて牽

引する芸術や文化 

プロシューマー

型文化1	  
デジタル技術の普及とインターネット・コミュニケーションの進展に伴い、人びとが情

報コンテンツを自ら制作し情報発信することを日常的に楽しみ、リゾーム状に人びとがつな

がり合うことで作り出している芸術や文化 

	 マス・コミュニケーション型文化は人びとに広く情報を享受させてきたが、反面、個々人を大衆に埋没させ、人

びとは情報に関して受動的な立場に甘んじていた。しかし、プロシューマー型文化が拡大している現状においては、

人びとは受動的立場に甘んじておらず、情報コンテンツの制作や情報発信に「参加したい」「関与したい」という欲

求が強く、メディア・リテラシーも高まっている。 
	 広告コミュニケーションにおいても、人びとが発生させるプロシューマー型文化が重要な役割を果たすようにな

っており、「参加したい」「関与したい」という人びとの欲求に適うかどうかが広告コミュニケーションの鍵となっ

ている。また、自然発生したプロシューマー型文化が結果として広告として機能する例もある。 
	 	 例）WREN《FIRST KISS》,アイス・バケツ・チャレンジ、ウィリアムズ P.の“HAPPY”に合わせて世界中
で投稿されたダンス動画など 

 
仮説     

クリントン H.の選挙キャンペーンはマス・コミュニケーション型文化の要素が強く、一方向的情報発信の選挙キャンペーン

に陥っていたことが、人びとの参加や関与を抑制し、選挙キャンペーンが停滞した。一方、トランプ D.の選挙キャンペーンで

は、支持者らによるプロシューマー型文化が発生したことが、選挙キャンペーンの成功につながった。  

 
 

                                                   
1 「プロシューマー」は、プロデューサー（生産者）とコンシューマー（消費者）を合わせたもので、トフラーA.による造語。
トフラーA.はプロシューマーを「販売や交換のためでなく、自分で使うためか満足を得るために財やサービスを作り出す人」と
定義し、プロシューマーの活動範囲は 2000年代に入って、拡大していると指摘している。トフラーA.,トフラーH., 山岡洋一（訳）
（2006）,p. 284. 

２   2008 アメリカ大統領選挙        

	 	  
	 19 候補者中、15 人が公式ブログを持ち、人びとと直接つながる戦略を採用。	 

	 人びとが選挙キャンペーンに参加する方法はたくさんあった。12 候補者のサイトがコミュニティの形成を支援。8

候補者のサイトは献金システムを備えていた。7候補者のサイトは支持者が候補者の選挙キャンペーンに連動したブ

ログを作れるようにしていた。	 

ピュー・リサーチ・センター（2017）	 

 
2008 アメリカ大統領選挙では、各候補者がインターネット・コミュニケーションを本格的に活用しはじめたが、

中でもオバマ B.の選挙キャンペーンが SNS を通じて人びとのリゾーム状のつながりを作り出すことに成功してい
る。 
	 オバマ B.の選挙キャンペーンでは、マイスペースなどの SNS、YouTube、ブログを活用された。公式ウェブサイ
ト上の「マイ・バラク・オバマ・ドット・コム」は誰でも自分のページをつくることの出来る SNSで、支持者が自
由にネットワークを形成することを助けた。支持者たちがオフラインでも積極的に選挙活動を行い、草の根運動が

活性化した。 
YouTubeに投稿されて話題となったミュージックビデオ《Yes, We Can》は、オバマ B.の選挙チームが制作した

ものではない2。出演しているのはプロミュージシャンたちではあるが、支持者たちによるプロシューマー型作品だ

と言える。 

 
 
３   2012 アメリカ大統領選挙  

 
	 各候補者が SNS を活用した選挙キャンペーンを展開し、ブログや SNS を人びとと討論する場として用いた。オ
バマ B.は大統領として政策運営にも SNSの活用しており、他候補よりも SNSに長けていた。 

 
ピュー・リサーチ・センターの調査・分析  

ロムニーM.が活用した SNS‥‥ツイッター、フェイスブック、フリッカー  

オバマ B.が活用した SNS  

‥‥ツイッター、フェイスブック、フリッカー、タンブラー、スポティファイ、インスタグラム、ピタレスト、

グーグル＋他  

   ツイッターのフォロワー数   フェイスブックのフォロワー数  

ロムニーM.   8 万   300 万  

オバマ B.   1800 万   2700 万  

オバマ B.の選挙キャンペーンサイトでは、既存のニュース・メディアのコンテンツは掲載されず、オバマ陣営に

よるオリジナルコンテンツのみが掲載された。また、人びとが自分の興味に応じて情報が得られるよう 18 のグル

ープが準備されていた。オバマ B.の選挙キャンペーンサイトのブログ記事の 42％は、人びとが制作、取材・執筆

したコンテンツであった。  

                                                   
2 WeCan08が 2008年 2月 2日に投稿、2017年 5月 12日現在再生回数 26,089,209回 
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2012 年のオバマ B.の選挙キャンペーンは、プロシューマーである人びとの「参加したい」「関与したい」という

欲求に適っており、支持者らによるプロシューマー型文化が発生していたと言える。 

 
※ただし、前嶋（2013）は 2012 年のオバマ B.の選挙キャンペーンで支持者たちの個人情報がビッグデータとし

て活用されたことを「上からのコントロール」だと指摘している。2012年のオバマ B.の勝利には、このビッグデー
タの活用が重要な役割をはたしており、必ずしも、プロシューマー型文化の発生が勝利の重要な要因であったとは

言えない。	  

 
 
４   2016 年の 3 候補の情報発信の対比  

 
“Election  2016:  Campaigns  as  a  Direct  Source  of  News”  

（ピュー・リサーチ・センターが 2016 年 5月 1日～6月 15日に実施した調査）  

クリントンH.,  サンダース B.,  トランプ D.ともに、2008 年や 2012 年のアメリカ大統領選挙での各候補の選挙

キャンペーンに比べ、双方向性が減じており、人びとが参加する方法が少なくなっている。選挙キャンペーンサイ

トに SNSの機能はなく、人びとが討論に参加できるグループ設定もなされていない。  

 

 

 

 
 
2008年、2012年のオバマ B.の選挙キャンペーンサイトが人びとの参加による討論の場であり、「集合知」の場とも
なっていたのに対し、2016年の大統領候補者たちの選挙キャンペーンサイトは人びとが参加する余地が無くなって
いる。 

 

 クリントン H. トランプ D. サンダース B. 

選挙キャ

ンペーン

サイト 

既存のニュース・メディアのコ

ンテンツの引用はない 
掲載されているコンテンツは全

て署名入りで、クリントン H.の
チームによるオリジナルコンテ

ンツ 
ボランティアの登録やメール配

信登録の機能はない。 

既存のニュース・メディアのコ

ンテンツの引用が多い。 
トランプの信条や政策方針は

動画で投稿されることが多い。 
資金集めの機能なし。ボランテ

ィアの登録もメール配信の機

能もない。 

 

既存のニュース・メディアのコン

テンツ引用もあるが、オリジナル

コンテンツも掲載されている。 
ボランティアが活動に使うこと

のできるマテリアルをサイトに

準備。 

YouTube 公式チャンネル 
255 本の選挙広告の動画が投稿
されている。クリントン H.の信
条や政策を主張する動画だけで

「 PRESIDENT DONALD 

TRUMP SPEECH & PRESS 
CONFERENCE」チャンネル 
トランプの選挙演説の映像、ク

公式チャンネルなし 
各種の左派系チャンネルにサン

ダースの演説の動画が掲載され

ている。コメントは多く投稿され
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なく、様々な人種・性別・年齢・

立場の人びとのインタビューも

選挙広告として投稿されてい

る。動画は全てクリントン H.の
チームにより制作され、全動画

のトーンは整えられており、ネ

ガティブキャンペーンの動画は

少ない。 
動画にコメントを投稿すること

は出来るが、クリントン H.のチ
ームにより削除されるのか、コ

メントは残されていない。 

リントンとのテレビ討論の映

像、支持者たちによる応援演説

なども含めた共和党大会の映

像などが投稿されている。 
コメントは多く投稿されてお

り、トランプ支持の内容が多

い。 

ており、サンダース支持の内容が

多い。 

その他   Reddit（匿名によるコミュニケ
ーションサービス）上で、サンダ

ース支持者たちが討論や議論を

おこなっていた 

傾向 オリジナルコンテンツの一方向

的情報発信。情報発信は完全管

理されている。人びとのリアク

ションは可視化されていない。 

情報発信の内容を完全管理し

ようとする意図は見られない。

応援演説の映像など、人びとの

自発的な行動も発信されてお

り、コメントなどの人びとから

のリアクションは可視化され

ている。 

情報発信を完全管理しようとす

る意図は見られない。YouTube
や Redditなどで支持者たちが行
っている情報発信もあり、人びと

の行動やリアクションは可視化

されている。 

 
クリントン H.のチームの情報発信は、インターネット・コミュニケーションを活用していても、一方向的マス・

コミュニケーションであり、選挙広告もトーンが統一され、広告会社などのプロフェッショナルが制作したマス・

コミュニケーション型の広告表現となっている。 
	 トランプ D.のチームの情報発信は、テレビや新聞などの既存のマスメディアの情報発信を引用が目立つが、必ず
しも一方向的なマス・コミュニケーションとなってはいない。マスメディアの情報発信を利用、あるいは批判しつ

つ、巧みに人びととのコミュニケーションのための素材として用いている。 
	 サンダース B.の支持者には学生を中心としてミレニアル世代の若者層があり、インターネット・コミュニケーシ
ョンに慣れている。選挙キャンペーンサイトに SNSの機能がなくとも、Redditや YouTubeを通じて自分たちで議
論や討論の場を作り出している。サンダースの支持者たちは、プロシューマー型文化を発生させている。 

 
 
５   各候補の SNS 活用   民主党予備選以前の状況  

 
5 月 1日～6月 15日までの SNSの活用状況（ピュー・リサーチ・センター）  

  

3 候補のフェイスブックやツイッターへの投稿は同程度。しかし、投稿へのリアクションには差があり、トラン

プD.の投稿へのリアクションはフェイスブックのリアクションもツイッターのリツイートも一番多かった。  

また、リツイートについて見ると、トランプ D.の行ったリツイートの７８％は一般の人びとのツイートをリツイ

ートしたもので、クリントン H.の行ったリツイートの８０％は自身の選挙キャンペーン用アカウントのツイートを

リツイートしたもので、サンダース B.の行ったリツイートの６６％はニュース・メディアのツイートをリツイート

したものであった。  
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クリントン H.は SNSにおいても一方向的情報発信の傾向が強い。リツイートするのは自身の選挙キャンペーン・

チームのツイートであり、一般の人びとのツイートをリツイートすることはなく、人びととのコミュニケーション

を重視している様子が見られない。 
トランプ D.は一般の人びとのツイートをリツイートし、人びとの情報を軽視せず、SNSを人びととのコミュニケ

ーションに役立てている。このことがトランプのツイートに対する人びとのリアクションの大きさにつながってい

ると言えるだろう。 
サンダース B.は一般の人びとのツイートをほとんどリツイートしていないが、サンダースのツイートの一つ一つ

には支持者たちからの返信が多く寄せられ、支持者たちのネットワーク形成の場ともなっている。 
クリントン H.が大統領最有力候補と見なされながらも、サンダース B.に追い上げられたのは、選挙キャンペーン

において、クリントン H.がマス・コミュニケーション型の情報発信に終始し、人びとが独自にネットワークを形成
することを抑制したことも関係しているだろう。サンダース B.の支持層であるミレニアル世代は情報のプロシュー
マーとして自分たちでネットワークを形成し、草の根運動を活性化させていたと言える。 

 
 
６   クリントン H.とトランプ D.のツイッター投稿の分析     

 
10月 1日～11月 10日までの 2候補のツイッター投稿を調査した。 

クリントン H.の総ツイート数	 1348 
トランプ D.の総ツイート数	 636 

総ツイート数はクリントンH.がはるかに多く、10月 1日～11月 10日までの推移においても、ほぼ全期間に渡って、
クリントン H.のツイート数はトランプ D.を上回っていた。 

 

次に、10月 1日、10日（第２回テレビ討論）、20日（第３回テレビ討論）、30日（クリントン H.のメール問題が再
燃した時期）、11 月 8 日（本選直前）のツイートについて、ツイート数、ツイートがリツイートされた回数の総数
と平均、好感のリアクションがなされた数の総数と平均を比較した。その結果、ツイート数では 10 月 20 日以外は
全てクリントン H.のツイート数が上回ったが、ツイートがリツイートされた回数の平均と好感のリアクションがな
された回数の平均は全てトランプ D.がクリントン H.を上回った。また、ツイートがリツイートされた回数の総計と
好感のリアクションがなされた数の総計は、どちらも 10月 1日以外はトランプ D.がクリントン H.を上回った。 
	 つまり、クリントン H.は多くツイートしながらも、人びとによるコミュニケーションの量的増加に結びついてい
なかったのに対し、トランプ D.はクリントン H.に比して少ないツイートながらも、人びとによるコミュニケーショ
ンの量的増加が発生していた。 

 

 

 

 

次に、2候補が行ったリツイートの内容を調査した。 
クリントンが行った引用やリツイートの総数は 508で、全ツイートの 39％であった。その内訳は、自身の選挙キ

ャンペーンサイト関連の引用やツイートのリツイートが 39％、政治家や有名人からの引用やリツイートが 35％、メ
ディアからの引用やリツイートが 21％、一般の人びとの投稿からの引用やリツイートが 3％、その他からの引用や
リツイートが２％であった。 
	 クリントン H.が行った引用やリツイートでは自身の選挙キャンペーンサイトの内容の告知が多い。また、有名政
治家、ビヨンセなどのスター、スポーツのスタープレーヤーといった人びとのツイートからのリツイートも多い。

一般の人びとの投稿からの引用やリツイートは 11月の本選挙の直前の時期にようやくいくつか見られる程度で、ク
リントン H.はほぼ一貫して SNS を通じた人びとの情報発信を重視していない。スターの情報発信力を頼るような
リツイートも、マス・コミュニケーション型の情報発信だと言える。 
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また、クリントンの＠メンションを調査した。＠メンションの数は 471であり、全ツイートの 35％であったが、一
方向的情報発信の傾向はさらに顕著に表れており、＠メンションの 73％はクリントン H.自身のツイートに関するも
のであり、一般の人びとのツイートについての＠メンションはなかった。クリントン H.のツイートでは、同じ内容
の投稿が連日なされていることもある。これは、露出頻度を高めることで人びとの記憶にとどめようとするもので

あるが、同じテレビ CM を日に何度も流すのと同様の広告手法であり、ツイッター上でマス・コミュニケーション

型の広告コミュニケーションが行われていたことを示している。 
	 また、クリントン H.のツイートに対して行われている返信は、ほとんどがクリントン H.に批判的なものであり、
クリントン H.に対するネガティブ・キャンペーンの場となってしまっていた。 

 
一方、トランプ D.の行った引用やリツイートの総数は 168で、全ツイートの 26％である。トランプチームの投稿

からの引用やリツイートは 25％、政治家や有名人の投稿からの引用やリツイートは 18％、メディアの投稿からの引
用やリツイートは 55％、一般の人びとの投稿からの引用やリツイートは２％である。5～6月期に比すると一般の人
びとの投稿からの引用やリツイートは激減しており、メディアの投稿からの引用やリツイートが多い。また、トラ

ンプ D.が行った＠メンションを調査したところ、その数は 94で、全ツイートの 15％であった。＠メンションの 33％
は一般の人びとのツイートについてのものであった。トランプ D.による一般の人びとの投稿のリツイートは激減し
ていたが、一般の人びとのツイートについての＠メンションは多くあり、大統領本選においても、トランプ D.が人
びとの情報発信力を軽視していないことが確認された。 
トランプ D.のツイートは選挙チームではなく本人が投稿したと思われる内容のものが多く、同じ内容の連日投稿

により人びとの記憶にとどめようとするようなツイートはあまり見られなかった。ツイッターは、トランプ D.自身
が情報のプロシューマーとして情報発信する場として活用されている。各ツイートへの返信にはトランプ D.に対し
て好意的な内容のものが多く、トランプ D.の支持者がネットワークを形成する場ともなっている。 

 

 
以上のように、クリントン H.はツイッターをマス・コミュニケーション型の情報発信の場として活用し、人びとと
良好な関係性を築く場として活用していなかった。それに対し、トランプ D.はメディアのコンテンツを活用しなが
らも、自らプロシューマーの一人として情報発信し、人びとの情報発信を軽視せず、人びととの良好な関係性の構

築に成功したと言える。 

 
 
７   トランプ支持者のコミュニケーション行動  

 
	 トランプ支持者たちの中には、トランプ支持に特化してコンテンツを制作し、情報発信をし続けた人びとがある。

その代表例が「ダイヤモンド・アンド・シルク」である。彼らは黒人の姉妹で、毎日「テーブルトーク」と題して

トランプを支持する内容の番組を制作し、YouTube で番組を配信し続けた。ツイッターやブログでも情報発信し、
ツイッターのフォロワーは 303,220である。2016アメリカ大統領選挙を通じて、トランプ支持者だけでなく広くア
メリカ国民の認知を得ることとなり、彼らは今もインターネットを通じてトランプ D.を支持する情報発信を毎日続
けている。 
	 「ダイアモンド・アンド・シルク」の情報発信に見られるようなトランプ D.支持者たちの熱心な情報発信は、ト
ランプ D.の選挙キャンペーンチームが企画したものではなく、支持者たちから自然発生したものである。プロシュ
ーマー型文化として始まったものが、結果として選挙キャンペーンに大きく貢献した。 
	 クリントン H.は、より広い範囲に自身の主張を届けることを重視し、SNSを活用したり、有名人の情報発信力を
活用する傾向があったが、一般の人びとの情報発信力を重視せず、むしろ抑制する傾向にあった。 
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	 しかし、トランプ D.は自身もプロシューマーの一人として情報発信し、人びとの情報発信力を軽視することなく、
ツイッターを通じて支持者の人びととの間に良好な関係性が形成していたことにより、「ダイヤモンド・アンド・シ

ルク」をはじめとする熱心なプロシューマーが出現したと言える。 
ニューヨーク・タイムズをはじめとして伝統あるニュース・メディアのいくつかが、トランプ D.に不利となるニ

ュースを報道するとともに、クリントン H.支持を明確に打ち出したが、それらの一方向的マス・コミュニケーショ
ンに対して、トランプ D.支持者の人びとのネットワークは崩れることがなく、むしろトランプ D.に不利な情報を一
方向的に報道するメディアを批判することで、つながりを深めたと言えるだろう。トランプ支持者たちのこのよう

な動きはアメリカの憲法学者サンスティーン C.が指摘したサイバー・カスケードの一種だったと言える。 

 
 
８	 フェイクニュース 

 
	 2016アメリカ大統領選挙後、選挙中に多くのフェイクニュースが流されていたことが問題視された。その中のい
くつかはマケドニアの若者らが制作して投稿した出鱈目なものであったことも問題視された。 
	 マケドニアから発信されたもの以外では、クリントン H.の夫であるクリントン元大統領の隠し子だと名乗る若者
が登場したり、クリントン H.のメール問題に絡んで「4 チャンネル」で発生したフェイクニュースとして、クリン
トン H.ら権力者が児童買春の斡旋を行っているという「ピザゲート事件」などがある。フェイクニュースの多くは
クリントン H.に不利になるようなものであったが、荒唐無稽なフェイクニュースがどれだけ選挙に影響したかは疑
問視される。 
	 フェイクニュースのコンテンツがトランプ D.やクリントン H.のツイートに引用されている例はきわめて少なく、
トランプ D.の支持者のツイートに複数回引用されているのが確認できたのは、クリントン元大統領の隠し子問題だ
けであった。 
	 ピュー・リサーチ・センターの調査では、フェイクニュースを見抜く自信について、39％の人が「かなりある」、
45％の人が「まあまあある」と答えており、合計 84％の人がフェイクニュースを見抜く自信を持っている。 
	 フェイクニュースもプロシューマー型文化の一つであるが、フェイクニュースを見抜くリテラシーを人びとが持

っているなら、選挙結果に与えた影響は低いと言えるだろう。	  

 
 
９	 結論 

 
ピュー・リサーチ・センターによる 2016 年 5～6 月の調査結果からも、論者による 10 月 1 日～11 月 10 日まで

のクリントン H.とトランプ D.のツイッターの状況調査からも、クリントン H.の選挙キャンペーンが一方向的な情
報発信に偏っていたことが確認された。また、クリントン H.の選挙キャンペーンは、トーンの整えられた選挙広告
の大量投入やスターや有名人の情報発信の活用など、マス・コミュニケーション型文化の要素が強いことも確認さ

れた。一方、トランプ D.の SNSの活用では、トランプ D.自身がプロシューマーとして情報発信している面もある。
トランプ D.の支持者の間で自然発生したプロシューマー型の熱心な情報発信も確認され、それらが選挙キャンペー
ンに多いに貢献した。 
	 以上のように、仮説は検証された。 
	 2016 アメリカ大統領選挙の選挙キャンペーンは、インターネットや SNS を通じた情報発信であっても、一方向

的なマス・コミュニケーション型文化に偏ってしまうと広告コミュニケーションとしてうまく機能しないことがあ

ることを示しており、プロシューマー型文化が拡大している状況においては、プロシューマーたちによる情報コン

テンツの制作や情報発信が自然発生するかどうかは、広告コミュニケーションの重要な鍵であることを示している。 
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